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国や県などの地方自治体は、財政の健全化や行財政改革の名のもとに、行政

が行ってきた事務事業を一定の品質を確保しながら官から民へと開放していき

ました。 

こうした中、我孫子市でも競争性・公平性・透明性を確保するための入札・

契約制度改革として、市が発注する公共工事及び業務委託等に関する入札並び

に契約手続において、公募型一般競争入札（条件付）の導入を進めるとともに、

価格のみの競争から価格と品質が総合的に優れた調達に向け、入札価格以外に

も事業者の技術力や地域貢献、社会貢献等も評価する総合評価方式入札、ある

いはプロポーザル方式による業者選定の導入など制度改革に取り組んできまし

た。 

併せて、過剰な競争を排除し、事業者の適正な利潤と成果物の品質の確保を

目的として、平成２４年度から競争入札に付す全ての建設工事に最低制限価格

制度を実施、平成２５年度には設計・測量コンサルタント業務にもその適用を

拡大し、充実を図ってきました。 

この間、経済状況は不況が長引き、様々な業種において経営の合理化が進む

一方、労働者環境では「労働市場の規制緩和や自由化」が進められてきました。 

派遣労働者やパート、契約社員などの非正規雇用者の全労働者に占める割合

は年々増え続け、これら非正規雇用は企業にとっては社会保険等負担の軽減、

安価な労働力としての活用により人件費の抑制につながっていました。 

労働者から見ると多様な就業形態を可能としていますが、就労しているにも

関わらず「新たな貧困」いわゆるワーキングプアを生んでいるのではないかと

言われています。 

低迷する経済の中で、国等の経済対策等にも関わらず地域経済はいまだ低迷

しています。最近では雇用環境の改善もやや見られるものの、依然、労働者の

生活環境の悪化が懸念されています。 

このような状況等を踏まえ、市としても入札・契約制度において労働者の適

正な賃金等が確保された中で、工事や公共サービスの質の確保とともに、地域

社会や地域経済の活性化や公共の福祉の増進に資する取り組みが必要と考えて

います。 

公契約条例制定の背景と経緯 
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用 語 定   義 

公契約 

市が締結する工事、製造その他の請負契約及び我孫子市公の施設に

係る指定管理者の指定手続等に関する条例第９条の規定により締結

する協定（以下「指定管理協定」という。）をいう。 

受注者 市と公契約を締結する者をいう。 

下請負者 
下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、受注者その他

の市以外の者から公契約に係る業務の一部を請け負う者をいう。 

受注関係者 

 次に掲げる者をいう。 

ア 下請負者 

イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に

関する法律（以下「労働者派遣法」という。）に基づき受注者又は

下請負者へ労働者を派遣する者 

労働者等 

 次に掲げる者（工事又は製造の請負契約における受注者又は受注関

係者の現場代理人、主任技術者及び監理技術者並びに公契約に係る業

務に従事する時間が１か月当たり３０分未満の者を除く。）をいう。 

ア 受注者又は下請負者（同居の親族のみを使用する者を除く。）に

雇用され、公契約に係る業務に従事する労働基準法第９条に規定す

る労働者（家事使用人を除く。） 

イ 労働者派遣法に基づき公契約に係る業務に派遣される者 

ウ 自らが提供する労務の対価を得るため、受注者又は下請負者との

請負契約により公契約に係る業務に従事する者 

 

※技能実習生（外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関す

る法律に基づく技能実習生をいう。）もこの労働者等に含みます。 

賃金等 

 公契約に係る労務の対価で、次に掲げるものをいう。 

ア 労働者等欄のア又はイに規定する者がその雇用する者から得る

賃金 

イ 労働者等欄のウに規定する者が当該請負契約により得る収入 

工事等 予定価格が１億円以上の工事又は製造の請負契約をいう。 

指定管理者  地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。 

委託等 
予定価格が２千万円以上の工事及び製造以外の請負契約並びに指

定管理協定をいう。 

公契約条例

又は条例 

我孫子市公契約条例をいう。 

規則 我孫子市公契約条例施行規則をいう。 

 

  

用語の定義 



3 

 

１ 公契約条例の適用を受ける公契約の範囲（条例第５条関係） 

    

公契約条例の適用を受ける公契約の範囲は、契約の種類に応じ次の表のとおりです。 

公契約の種類 適用範囲 

工事又は製造

の請負契約 

予定価格が１億円以上の契約 

工事及び製造

以外の請負契

約 

予定価格（履行期間が１年度を超える契約の場合は、１年度当

たりの額）が２，０００万円以上の次に掲げる契約 

（１） 庁舎その他の建物（その敷地を含む。）における清掃、

警備、駐車場管理、受付、案内又は電話交換に関する契約 

（２） 施設、施設の設備又は機器の運転又は保守点検その他

の維持管理に関する契約 

（３） 給食調理業務に関する契約 

（４） 廃棄物又は資源物の収集運搬業務に関する契約 

（５） 廃棄物処理、資源物処理又は終末処理に係る施設の運

転又は管理運営業務に関する契約 

（６） 剪(せん)定枝木、雑草等又は資源物の処分に関する契約 

（７） 窓口業務に関する契約 

（８） プール開放業務に関する契約 

（９） 移動図書館業務に関する契約 

（10） 市所有車両の運転又は運行管理に関する契約 

（11） 体育大会に関する契約 

（12） ファミリーサポート事業に関する契約 

指定管理協定 指定管理料（指定期間が１年度を超える協定の場合は、１年度

当たりの額）が２，０００万円以上の公の施設の指定管理協定 

（備 考） 

１ 予定価格は、税込み（消費税及び地方消費税相当額）の金額です。 

２ 対象となる指定管理協定で、指定期間における年度協定のいずれかに 2,000 万円を下

回るものが予定されている場合であっても、当該下回る年度を含め対象となります。 
３ 契約方法（一般競争入札、指名競争入札、随意契約等）にかかわらず、条例の適用と

なります（ただし、地方自治法施行令第 167 条の２第３号に規定する随意契約（シル

バー人材センター、障害者支援施設等から役務の提供を受ける契約）を除きます。）。 

４ 公契約条例の適用となる案件については、その旨を入札の公告、指名通知書、見積依頼書又は

指定管理者の指定の申請に係る告知等に記載し、事業者に通知します。事業者は、公契約条例

が適用される案件であることを承知した上で、参加することになります。 

５ 公契約に係る事業の一部を下請、再委託等により下請負者（受注関係者）に請け負わ

せる場合にあっては、当該下請負者（受注関係者）も受注者と同様に公契約条例の適

用を受けます。従って、受注者は、当該下請負者に対し、公契約条例が適用される契

約である旨を周知するとともに、公契約条例に定めた手続を執るよう指示・指導する

必要があります。  

公契約条例の概要 



4 

 

２ 公契約条例の適用となる労働者等（条例第２条第５号関係） 

 

公契約条例の規定が適用される労働者等の範囲は、次の表のとおりです。 

〇受注者又は下請負者（同居の親族のみを使用する者を除く。）に雇用され、公

契約に係る業務に従事する労働者 

〇労働者派遣法に基づき公契約に係る業務に派遣される者 

〇自らが提供する労務の対価を得るため、受注者又は下請負者との請負契約に

より公契約に係る業務に従事する者 

次に掲げる者は、公契約条例の適用となる労働者には該当しません。 

・同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者 

・家事使用人又は最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第７条（最低賃金の減

額の特例）に規定の適用を受ける者 

・工事又は製造の請負契約における受注者又は受注関係者の現場代理人、主任技

術者及び監理技術者 

・公契約に係る業務に従事する時間が１か月当たり３０分未満の者 

・公契約に係る業務に従事する者以外の者 

 

３ 労働者等の賃金等（条例第６条関係） 

 

 公契条例の適用を受ける公契約において、受注者及び受注関係者が労働者等に

対し支払う賃金等（１時間当たりの賃金に換算した額）は、市長が定める労務報

酬下限額以上でなければなりません。 

  ※１ 労働者等ごとに１時間当たりの賃金等を労務報酬下限額と比較します。 

 ※２ 工事等の請負契約については、該当する職種の労務報酬下限額と比較しま

す。 

  ※３ 委託等については、工事及び製造以外の請負の労務報酬下限額と比較しま

す。 

 

賃金等は、受注者及び受注関係者が労働者等に支払う賃金の総額のうち、次に掲

げる賃金・手当等の合計額を１時間当たりの賃金に換算した額となります。 

  賃金・手当等の区分を間違えると、賃金等の支払いの履行確認の際に、労務報酬

下限額を下回ってしまう場合がありますので、賃金の区分や基準内と基準外に該

当する各種手当の区分については、十分に注意してください。 

    また、賃金等、基準内手当及び基準外手当の内容は、工事等の請負契約と委託等

では、異なりますので十分に注意してください。 
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〈※所定労働時間内８時間当たり〉 〈※所定労働日数１日当たり〉 

（1） 工事又は製造の請負契約 

    公共工事設計労務単価に含まれる賃金及び手当等の合計額を１時間当たり

の賃金に換算した額になります。 

〇１日当たりの所定労働時間が８時間の場合 

賃金等 ＝（ 基本給相当額＋基準内手当 ＋ 臨時の給与＋実物給与 ）÷８時間 

 

 

賃金等に含まれる賃金及び手当等（基準内手当） 

賃金及び手当等 例 

基本給相当額 基本給（定額給）、出来高給 

基準内手当 
家族手当（扶養手当）、通勤手当、都市手当（地域手当）、住宅手当、 

現場手当、技能手当、有給休暇手当（日給制の場合）、精勤手当 等 

臨時の給与 
賞与（ボーナス等＜期末手当・勤勉手当＞）、その他の臨時の賃金等、

退職金 

実物給与 通勤用定期の支給、食事の支給 等 

 

○賃金等に含まれない手当等（基準外手当）   

手当等 例 

特殊な労働に対

する手当 

各職種の労働者について、発注者が工事費積算の歩掛等において見

込んでいる通常の作業条件又は作業内容を超えた、特殊な労働に対

して支払った手当 

割増賃金の代替

としての手当 
時間外、休日又は深夜の割増賃金の代替として支払った手当 

休業手当 

仕事が無いために労働者を休業させた場合に支払った手当（ただし、

悪天候等の不可抗力による休業に対する手当は、基準内手当となり

ます） 

本来は経費にあ

たる手当 

労働者個人持ちの工具・車両の損料、労働者個人が負担した旅費等、

本来は賃金ではなく経費の負担に該当する手当 

 

※賃金及び手当等の区分や考え方は、公共事業労務費調査連絡協議会の『公共事業労務費

調査の手引き』の基準内手当・基準外手当の区分に準じています。 
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（2） 工事及び製造以外の請負契約並びに指定管理協定 

   最低賃金法に基づく最低賃金制度に定める所定内給与のうち、最低賃金法

第４条第３項各号に掲げる賃金を除いた額を１時間当たりの賃金に換算した

額になります。 

賃金等 ＝（ 基本給＋基準内手当注 ）を１時間当たりの賃金に換算した額 

  注 基準内手当は、所定内給与の諸手当の額（ただし、諸手当のうち精皆勤手当、通勤

手当及び家族手当は除く。） 

 

○賃金等に含まれる賃金及び手当等（基準内手当） 

賃金及び手当等 例 

基本給 基本給 

基準内手当 
所定内給与の諸手当の額（諸手当のうち精皆勤手当、通勤手当及び家

族手当は対象外） 

※１ 対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金です。 

※２ 対象となる賃金は、通常の労働時間、労働日に対応する賃金に限られます。 

 

○賃金等に含まれない手当等（基準外手当）    ※最低賃金法第４条第３項各号関係 

賃金及び手当等 例 

臨時に支払われる賃金 結婚手当など 

１か月を超える期間ごとに支払われている賃金 賞与など 

所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金 時間外割増賃金など 

所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金 休日割増賃金など 

午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる

賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分 
深夜割増賃金など 

諸手当のうち、対象外の手当 
精皆勤手当、通勤手当及び

家族手当 
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４ 労務報酬下限額の適用（条例第７条第１項関係） 

  労務報酬下限額は、次の各号に定める基準に基づき毎年度定められ、当該年度※２に

ついて適用されます。ただし※１、公契約の期間が複数年度にわたる場合は、原則

として契約初年度※２の労務報酬下限額がその期間中において適用されることとな

ります。 

※１ ただし書の場合において、 

①労務報酬下限額が最低賃金法第９条第１項に規定する地域別最低賃金にお

いて定める最低賃金額（千葉県最低賃金）を下回った場合は、千葉県最低

賃金が適用されます。 

②工事請負契約約款第２６条第６項の規定による請求があった場合において、

請負代金の変更の協議が整った場合は、変更額を考慮して定めた額が適用

されます。 

  ※２ 契約初年度の捉え方は、工事等にあっては契約締結日の属する年度を、 

委託等にあっては履行期間の初日の属する年度をいいます。 

 

 （1） 工事又は製造の請負契約の労務報酬下限額 

  農林水産省及び国土交通省が公共工事の積算に用いるため決定した公共工

事設計労務単価表に定める職種ごとに、千葉県において定められた額を基に設

定しています。 

※設定は、公共工事設計労務単価の８０％  

 （2） 工事及び製造以外の請負契約並びに指定管理協定の労務報酬下限額 

    我孫子市会計年度任用職員の給与等に関する条例第２条第３号に規定する

パートタイム会計年度任用職員に係る報酬及び給料のうち最も低い額並びに

最低賃金法第９条第１項に規定する地域別最低賃金において定める最低賃金

額を基に設定しています。 

    ※設定は、パートタイム会計年度任用職員の最も低い報酬額と千葉県最低賃

金の額の平均値 

  

５ 労務報酬下限額の公表（条例第７条第３項関係） 

 工事等の請負契約、委託等の請負契約及び指定管理協定の労務報酬下限額は、

告示すると共に市のホームページに掲載します。 

 

６ 受注者の連帯責任等（条例第６条第１項第２号関係） 

 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等の額が労務報酬下限

額を下回ったときは、その差額分の賃金等について、当該受注関係者と連帯して

支払う義務を負います。 

 受注者は、受注関係者との契約を締結するに当たっては、当該受注関係者に対

し、当該契約が公契約条例の適用を受ける契約であって、かつ、受注関係者も公

契約条例の適用を受けること、及び公契約条例において履行すべき内容（労働者

等に対し支払う賃金等（１時間当たりの賃金に換算した額）は、労務報酬下限額

以上でなければならないこと等）を周知した上で、各々が対等な立場における合
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意に基づいた公正な契約としなければなりません。 

 受注者は、受注関係者を使用する責任において、受注関係者に条例に係る事務

手続を指導しなければなりません。 

 

７ 台帳の作成及び報告（条例第８条関係） 

 （1） 台帳の作成及び台帳記載事項の報告について 

  受注者は、労働者等の氏名、従事する職種、従事した時間、賃金等が支払わ

れるべき日その他規則で定める事項を記載した台帳を作成して事業所に備え

るとともに、その記載事項について、労働基準法第 108条に規定する賃金台帳

（条例第２条第５号ウに規定する者に公契約に係る業務を行わせる場合は請

負契約書）の写しを添えて、規則で定める日までに市長等に報告しなければな

りません。 

  ただし、受注関係者が台帳の作成及び備付け並びに市長等に対する報告を自

ら行うことを希望するときは、当該受注関係者が当該報告等を行うことができ

ます。この場合、当該受注関係者は、「我孫子市公契約に係る賃金等支払報告

申出書」を作成し、受注者を経て市長等に提出しなければなりません。受注関

係者において、条例の遵守事項は同じです。 

(2) 報告の方法及び報告時期について（規則第４条第２項及び第３項関係） 

  ア 様式       

契約の

種 別 

報告の対象月に応じた報告の様式 

開始月 履行期間のすべての月 

工事等 
我孫子市労働者に対する賃金等

支払報告書（様式第１号） 
我孫子市公契約に係る労働者従事

報告書（様式第３号） 

委託等 
我孫子市労働者に対する賃金等

支払報告書（様式第２号） 

   ※開始月：労働者等が契約現場に最初に従事した日の属する月（以下同じ） 

 

イ 契約の形態に応じた報告時期 

契約の形態 報告及び様式 報告の指定期日 

単年度契約 賃金支払報告 

 

様式第１号又は

様式第２号 

開始月が４月から９

月までの場合 

１１月１０日まで 

開始月が１０月から

履行期間の末日の属

する月（以下「期限

月」という。）までの

場合 

期限月の翌々月の

１０日まで 

従事報告 

 

様式第３号 

 

４月分から９月分ま

で 

１１月１０日まで 

１０月分から期限月

分まで 

翌年度の５月１０

日まで 
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改定確認報告 

 

様式第１号又は

様式第２号 

改定後従事初月が４

月から９月までの場

合 

各年度の１１月１

０日まで 

改定後従事初月が１０

月から期限月までの

場合 

期限月の翌々月の

１０日まで 

複数年度契約 賃金支払報告 

（初年度） 

 

様式第１号又は

様式第２号 

開始月が４月から９

月までの場合 

１１月１０日まで 

開始月が１０月から

翌年の３月まで場合 

開始月の属する年

度の翌年度の５月

１０日まで 

従事報告 

 

様式第３号 

 

各事業年度従事初月

分から９月分まで 

当該年度の１１月

１０日まで 

各事業年度従事１０

月分から各年度終了

月分まで 

各 年 度 終 了 月 の

翌々月の１０日ま

で 

改定確認報告 

 

様式第１号又は

様式第２号 

改定後従事初月が４

月から９月までの場

合 

当該年度の１１月

１０日まで 

改定後従事初月が１

０から各年終了月ま

での場合 

各 年 度 終 了 月 の

翌々月の１０日ま

で 

賃金支払報告 

（２年度以降） 

 

様式第１号又は

様式第２号 

各事業年度従事初月

が４月から９月まで

の場合 

当該各事業年度の

１１月１０日まで 

各事業年度従事初月

が１０月から各年終

了月までの場 

当該各事業年度終

了月の翌々月の１

０日まで 

※「賃金支払報告」とは、労働者等の賃金の状況、支払い形態、労働日数、労働

時間等を台帳の内容を報告する条例の基本的報告です。 

※「従事報告」とは、公契約現場における労働者等の従事状況の報告です。 

※「改定確認報告」とは、労務報酬下限額の改定があった場合に、改定後の賃金

の実態を把握（改定後の労務報酬下限額を下回るものの有無）し、確認するた

めの報告です。（報告対象の労働者等は、限定されます。） 
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ウ 規則第４条第３項第１号に該当する場合の報告方法（報告の特例）  

契約の形態 回数 対象月 指定期日 

単年度契約 １回目 開始月 開始月の翌々月の１０日

まで 

２回目 開始月の翌月から履行期間

の中間の日の属する月(以

下「中間月」という。)まで 

中間月の翌々月の１０日

まで 

最終回 中間月の翌月から期限月ま

で 

期限月の翌々月の１０日

まで 

複数年度契約 １回目 開始月 開始月の翌々月の１０日

まで 

２回目

以降 

前回の報告対象の月の翌月

からその月の属する年度の

３月まで 

報告対象となる年度の

翌年度の５月１０日ま

で 

最終回 前回の報告対象の月の翌月

から期限月まで 

期限月の翌々月の１０日

まで 

  ※規則第４条第３項第１号に該当する場合（報告の特例）とは、次のいずれかに

該当する契約です。 

   ① 低入札価格調査（我孫子市財務規則第１３２条の２に規定する調査をい

う。）の結果、当該契約の内容に適合した履行が認められた契約 

②  労働者等から条例第１０条に規定する申出を受けた契約 

③  この条例に定める事項の遵守状況を確認する必要があると認めた契約 

   ※報告の特例に該当する場合は、履行期間の全ての月について、様式第１号（工

事等）又は様式第２号（委託等）の作成が必要となります。この場合、様式

第３号は不要です。  

（3） 労働者等の氏名の記入について（条例第８条第２項関係） 

  報告書（様式第１号から様式第３号まで。以下同じ。）に労働者等の氏名を

記入する場合は、記名する本人の承諾を得てから記入してください。 

  労働者等本人の承諾を得られないときは、労働者等の氏名を記号等に置き換

えて報告することができます。この場合、報告書に添える賃金台帳についても、

承諾を得られない労働者等の氏名を塗りつぶし、報告書に記入したものと同じ

記号を表示してください。 

※労働者等の氏名を記号等に置き換えるときの注意事項 

 記号等は、労働者等の氏名の代わりとして使用しますので、１人の労働者等

に付けた記号等は、同一の契約又は協定内では同じ記号等を使用してくださ

い。ただし、同一の労働者であっても、契約が別であれば契約ごとに異なる記

号を用いることができます。 

【参考例１】 

報告対象者  我孫子一郎と我孫子次郎が対象者 

 「我孫子一郎」を「Ａ－１」、「我孫子次郎」を「Ａ－２」と記入 
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【参考例２】 

我孫子五郎が、○○清掃業務と□□施設運営業務の両方の契約で対象者とな

った場合、○○清掃業務における「我孫子五郎」を「Ａ」、□□施設運営業務

における「我孫子五郎」を「Ｂ」と、契約ごとに異なる記号を用いることがで

きます。 

 

８ 労働者等への周知（条例第９条、規則第４条第９項関係） 

受注者は、次に掲げる事項を作業所等の労働者等が見やすい場所に掲示し、又

は書面を交付して労働者等に対し当該事業が公契約条例の適用を受けることを周

知しなければなりません※。併せて周知した状況を市に報告しなければなりません。 

 (1) この条例が適用される労働者等の範囲 

   労働者等が公契約条例の適用を受ける者であることを自ら確認できるよう

にするものです。 

(2) 労務報酬下限額 

   労働者等が受け取っている賃金等が労務報酬下限額以上であるかを自ら確

認できるようにするものです。 

(3) 賃金等の支払について受注者に連帯責任があること 

   受注者は、受注関係者を使用する責任において、受注関係者の賃金等の支払

についても指導することになります。 

(4) 労働基準法に規定する所定労働時間及び休日 

   労働基準法には、次のことが定められています。 

   ・使用者は、原則として、１週４０時間又は１日８時間を超えて労働させ

てはならないこと 

   ・使用者は、労働時間が６時間を超える場合においては４５分以上、８時

間を超える場合においては１時間以上の休憩時間を労働時間の途中に与

えなければならないこと 

   ・使用者は、毎週１回以上又は４週間を通じ４日以上の休日を与えなけれ

ばならないこと 

   また、就労規則が定められている場合、労働基準法と就労規則を比べたと

きに就労規則の方が労働者等にとって有利な場合は、就労規則が優先されます。 

(5) 労働者等が条例第 10条に基づき、受注者又は受注関係者が当該労働者等に 

対して負う義務を履行していないと認められるときに申出をする場合の連絡先  

    労働者等が労務報酬下限額以上の賃金等を受け取っていない場合などは、

受注者、受注関係者又は我孫子市に申し出ることができます。 

(6)  労働者等が条例第 10条に基づく申出をしたことを理由として、解雇、請負

契約の解除その他不利益な取扱いを受けないこと 

   条例では、労働者等が申出をしたことを理由として、不利益な取扱いをし

てはならないことが規定されています。 

 

 



12 

 

※労働者等への周知は、「２ 公契約条例の適用となる労働者等」（4 ページ参照）

の全てに周知されるよう、受注者が対応してください。 

  ※周知例は、別冊マニュアルを参照してください。 

周知の報告は、労働者等への周知方法が、掲示の場合は当該掲示物の写真を、

文書の交付の場合は当該文書の写しを市へ提出してください。周知事項に変更が

あった場合も同様です。 

 

９  労働者等の申出（条例第１０条関係） 

労働者等（労働者等であった者を含む。）は、受注者又は受注関係者が当該労働

者等に対して負う義務を履行していないと認められるとき（受注者又は受注関係

者が当該労働者に対し支払う賃金が労務報酬下限額を下回る場合など）は、市長

等又は受注者若しくは受注関係者にその旨を申し出ることができます。 

受注者又は受注関係者は、これらの申出をしたことを理由として、当該申出を

した労働者等に対し、解雇、請負契約の解除その他の不利益な取扱いをしてはな

りません。 

 

１０ 立入検査等（条例第１１条関係） 

労働者等から申出があった場合、又は条例に定める事項の遵守状況を確認する

ために必要があると認めるときは、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又は

立入検査を実施します。 

・必要な報告又は資料の提出 

 労働者等から申出があった場合において、提出された報告書及び添付資料

の内容について、さらに確認が必要な場合は、受注者に必要な報告又は資料

の提出を求めます。また、労働者等から申出の時期によっては、条例で定め

る期日以外に報告書の提出を求めることもあります。ただし、受注関係者が

台帳の作成及び報告を申し出ている場合は、受注関係者に報告書の提出を求

めることがあります。報告書の請求は、書面により行います。 

・立入検査の実施 

 提出された報告書又は資料で条例の遵守状況が確認できないときは、労働

者等の労働条件若しくは契約条件が分かる書類その他の物件の検査又は関係

者に質問を行います。受注関係者に立入検査を実施するときは、受注者は、

立入検査について協力しなければなりません。 

 立入検査を実施する場合は、事前に日時等について書面にて通知します。

立入検査の対象者が受注関係者の場合、受注者を通して通知します。 

 

１１ 是正命令（条例第１２条関係） 

   市が求めた報告若しくは資料の提出又は立入検査の結果、受注者又は受注関係

者がこの条例の規定に違反していると認めるときは、当該受注者に対し、当該

違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じます。 

   違反の内容が、受注関係者の賃金等が労務報酬下限額未満であった場合は、受

注者及び受注関係者に是正措置を命じます。 
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１２ 是正報告（条例第１３条関係） 

   違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じられた者は、指定する期

日までに是正の措置を講ずるとともに、是正命令の結果を市長等に書面にて報

告しなければなりません。 

 

１３ 公契約の解除等（条例第１４条関係） 

   受注者又は受注関係者が次の表のいずれかに該当するときは、当該公契約を解

除します。指定管理協定であるときは、当該指定管理協定に係る指定を取り消

し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じます。 

   また、契約の解除、指定の取消し又は管理業務の停止を行った場合は、我孫子

市建設工事等請負業者指名停止要綱（平成 15年訓令第８号）に基づき指名停止

を行います。 

 

・ 労働者等から申出があった場合、提出された報告書及び添付資料の内容につ

いて、さらに確認が必要な場合に受注者へ必要な報告若しくは資料の提出を求

めたにもかかわらず、報告若しくは資料の提出をしない場合、若しくは、虚偽

の報告若しくは資料の提出をした場合 

・ 立入検査を拒んだ場合 

・ 立入検査に非協力的であった場合（妨害、忌避、回答の拒否又は虚偽の回答

等の行為） 

・  是正命令に従わない場合 

・ 是正命令の結果を期日までに書面にて報告をしなかった場合又は虚偽の報告

をした場合 

 

１４ 公表（条例第１５条関係） 

  受注者又は受注関係者が次の各号のいずれかに該当するときは、受注者又は

受注関係者に意見を述べる機会を与えた上で、公表します。ただし、第１号又

は第３号に該当する場合で、市長等が指定する期日までに是正の措置及び報告

をしたときは、公表は行いません。 

(1) 受注者又は受注関係者が条例第８条第１項（同条第２項において読み替えて

適用する場合を含む。）の規定による報告をしなかったとき。 

(2) 条例第１４条第１項の規定により公契約の解除等をしたとき。 

(3) その他受注者又は受注関係者がこの条例の規定に違反したことが判明した 

とき 

公表は、市の掲示場（我孫子市公告式条例第２条第２項に規定する掲示場）へ

の掲示並びに市広報及び市ホームページに掲載する方法で行います。 

また、公表する事項は、次の表（次頁）のとおりです。 

 

 

 



14 

 

〇公契約の件名及び締結年月日 

〇受注者又は受注関係者の名称、代表者の氏名及び事務所の所在地（個人にあっ

ては、氏名及び事務所の所在地） 

〇公契約の解除等をした場合は、その年月日及び理由 

〇公契約の終了後に受注者又は受注関係者が条例の規定に違反したことが判明

した場合は、その違反の内容及びそれに対する措置 

 

１５ 損害賠償・違約金（条例第１６条、第１７条関係） 

  「１３ 公契約の解除等」（13ページ参照）により、公契約の解除等をした場

合は、市は受注者から違約金を徴収することができます。 

また、公契約の解除等により、市に損害が生じたときは、受注者はその損害を

賠償しなければなりません。ただし、市長等がやむを得ない理由があると認める

ときは、この限りではありません。 

 

１６  公契約の特記事項に係る規定事項 

  この条例の適用を受ける公契約については、「我孫子市公契約条例に関する特

記事項」が定められています。必ず内容を確認してください。 

※ 29ページ参照 

 

１７ その他 

    我孫子市公契約条例に基づく報告に関する詳細については、次に掲げるマニ

ュアルに従ってください。 

  【一般用】 

・我孫子市公契約条例 報告書作成マニュアル（工事又は製造） 

  ・同（委託・指定管理業務） 

  【特例用】 

・我孫子市公契約条例 報告書作成マニュアル（特例用）（工事又は製造） 

  ・同（特例用）（委託・指定管理業務） 
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我孫子市公契約条例 

平成27年３月24日条例第１号 

（目的） 

第１条 この条例は、市及び公契約の相手方となる者が対等な立場と信頼関係の下に締結

する公契約において果たすべき責務を定めるとともに、公契約に係る業務に従事する者の

適正な労働条件等を確保することにより労働者等の生活の安定並びに公共工事及び公共

サービスの質の向上を図り、もって地域経済の活性化及び公共の福祉の増進に寄与するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(１) 公契約 市が締結する工事、製造その他の請負契約及び我孫子市公の施設に係る指

定管理者の指定手続等に関する条例（平成16年条例第18号）第９条の規定により締結す

る協定（以下「指定管理協定」という。）をいう。 

(２) 受注者 市と公契約を締結する者をいう。 

(３) 下請負者 下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、受注者その他の市

以外の者から公契約に係る業務の一部を請け負う者をいう。 

(４) 受注関係者 次に掲げる者をいう。 

ア 下請負者 

イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60

年法律第88号。以下「労働者派遣法」という。）に基づき受注者又は下請負者へ労働

者を派遣する者 

(５) 労働者等 次に掲げる者（工事又は製造の請負契約における受注者又は受注関係者

の現場代理人、主任技術者及び監理技術者並びに公契約に係る業務に従事する時間が１

か月当たり30分未満の者を除く。）をいう。 

ア 受注者又は下請負者（同居の親族のみを使用する者を除く。）に雇用され、公契約

に係る業務に従事する労働基準法（昭和22年法律第49号）第９条に規定する労働者（家

事使用人を除く。） 

イ 労働者派遣法に基づき公契約に係る業務に派遣される者 

ウ 自らが提供する労務の対価を得るため、受注者又は下請負者との請負契約により公
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契約に係る業務に従事する者 

(６) 賃金等 公契約に係る労務の対価で、次に掲げるものをいう。 

ア 前号ア又はイに規定する者がその雇用する者から得る賃金 

イ 前号ウに規定する者が当該請負契約により得る収入 

(７) 指定管理者 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指

定管理者をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、この条例の目的を達成するため、公契約に関する施策を策定し、実施する

責務を有する。 

（受注者の責務） 

第４条 受注者は、法令等を遵守することはもとより、公契約を締結した責任を自覚して、

誠実に職務を遂行する責務を有する。 

２ 受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に努めなければ

ならない。 

３ 受注者は、地域経済及び地域社会の活性化に寄与するため、市内に事業所を有する事

業者を下請負者及び資材等の購入先として使用するよう努めなければならない。 

（適用範囲） 

第５条 この条例は、次に掲げる公契約に適用する。 

(１) 予定価格が１億円以上の工事又は製造の請負契約 

(２) 予定価格（履行期間が１年を超える公契約にあっては、１年当たりの額）が2,000

万円以上の工事及び製造以外の請負契約のうち規則で定めるもの 

(３) 指定管理協定のうち、市長又は我孫子市教育委員会（以下「市長等」という。）が

必要と認めるもの 

(４) 前３号に掲げるもののほか、適正な賃金等の水準を確保するため、市長が特に必要

と認めるもの 

（労働者等の賃金等） 

第６条 市長等は、公契約において、労働者等の賃金等に関し、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

(１) 受注者及び受注関係者は、労働者等（最低賃金法（昭和34年法律第137号）第７条

に規定する者を除く。次号において同じ。）に対し、市長が定める額（以下「労務報
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酬下限額」という。）以上の賃金等を支払わなければならないこと。 

(２) 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等の額が労務報酬下限額を

下回ったときは、その差額分の賃金等について、当該受注関係者と連帯して支払う義

務を負うこと。 

２ 工事又は製造以外の請負契約における労務報酬下限額には、最低賃金法第４条第３項

各号に掲げる賃金は算入しない。 

３ 賃金等が時間以外の期間又は出来高払制その他の請負制によって定められている者の

労務報酬下限額は、最低賃金法施行規則（昭和34年労働省令第16号）第２条の規定を準用

する。 

（労務報酬下限額） 

第７条 市長は、毎年度、労務報酬下限額を定めるものとし、当該労務報酬下限額定める

ときは、次の各号に掲げる労働者等に応じ、当該各号に定める額その他の事情を勘案する

ものとする。 

(１) 工事又は製造の請負契約に係る業務に従事する労働者等 農林水産省及び国土交

通省が公共工事の積算に用いるため決定した公共工事設計労務単価（以下この号におい

て「労務単価」という。）に規定する職種ごとに、千葉県において定められた額（労務

単価に規定されていない職種又は千葉県において額が定められていない職種にあって

は、労務単価を勘案して市長が別に定める額） 

(２) 前号以外の労働者等 我孫子市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年

条例第８号）第２条第３号に規定するパートタイム会計年度任用職員に係る報酬及び給

料のうち最も低い額並びに最低賃金法第９条第１項に規定する地域別最低賃金におい

て定める最低賃金額 

２ 市長は、労務報酬下限額を定めようとするときは、第19条第１項に規定する我孫子市

公契約審議会の意見を聴かなければならない。ただし、前項各号に定める額の改定に伴い

労務報酬下限額を改定する必要がある場合であって、既定の労務報酬下限額をその年度の

途中に改定することについて、あらかじめ我孫子市公契約審議会の同意を得ているときは、

この限りでない。 

３ 市長は、労務報酬下限額を定めたときは、これを告示する。 

（台帳の作成及び報告） 

第８条 受注者は、労働者等の氏名、従事する職種、従事した時間、賃金等が支払われる
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べき日その他規則で定める事項を記載した台帳を作成して事業所に備えるとともに、その

記載事項について、労働基準法第108条に規定する賃金台帳（第２条第５号ウに規定する

者に公契約に係る業務を行わせる場合にあっては請負契約書）の写しを添えて、規則で定

める期日までに市長等に報告しなければならない。この場合において、労働者等本人の承

諾を得られないときは、労働者等の氏名を記号等に置き換えて報告することができる。 

２ 受注者が下請負者又は第２条第５号イに規定する者に公契約に係る業務を行わせる場

合であって、受注関係者が前項に規定する台帳の作成及び備付け並びに市長等に対する報

告（以下この項において「報告等」という。）を自ら行うことを希望するときは、当該受

注関係者は、規則で定める申出をした上で、当該報告等を行うことができる。この場合に

おける前項の規定の適用については、同項中「受注者」とあるのは、「受注関係者」とす

る。 

（労働者等への周知） 

第９条 受注者は、次に掲げる事項を作業所等の労働者等が見やすい場所に掲示し、又は

書面を交付しなければならない。 

(１) この条例が適用される労働者等の範囲 

(２) 労務報酬下限額 

(３) 賃金等の支払について受注者に連帯責任があること。 

(４) 労働基準法に規定する所定労働時間及び休日 

(５) 次条の規定による申出をする場合の連絡先 

(６) 次条の規定による申出をしたことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利

益な取扱いを受けないこと。 

（労働者等の申出） 

第10条 労働者等（労働者等であった者を含む。以下この条及び次条において同じ。）は、

受注者又は受注関係者が当該労働者等に対して負う義務を履行していないと認められる

ときは、市長等又は受注者若しくは受注関係者にその旨を申し出ることができる。 

（立入検査等） 

第11条 市長等は、次の各号のいずれかに該当するときは、受注者に対し、必要な報告若

しくは資料の提出を求め、又はその職員に、受注者の事業所に立ち入り、労働者等の労働

条件若しくは契約条件が分かる書類その他の物件（これらの作成又は保存に代えて電磁的

記録の作成又は保存がされている場合は、当該電磁的記録。次項において同じ。）を検査
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させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

(１) 労働者等から前条の規定による申出があったとき。 

(２) この条例に定める事項の遵守状況を確認するために必要があると認めるとき。 

２ 市長等は、前項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入検査の結果、必要があ

ると認めるときは、受注関係者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその

職員に、受注関係者の事業所若しくは作業所等に立ち入り、労働者等の労働条件若しくは

契約条件が分かる書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることについ

て、協力を求めることができる。 

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

（是正命令） 

第12条 市長等は、前条第１項又は第２項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入

検査の結果、受注者又は受注関係者がこの条例の規定に違反していると認めるときは、当

該受注者に対し、当該違反を是正するために必要な措置を講ずることを命ずることができ

る。 

（是正報告） 

第13条 受注者は、前条の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命

じられた場合には、市長等が指定する期日までに是正の措置を講ずるとともに、市長等に

報告しなければならない。 

（公契約の解除等） 

第14条 市長等は、受注者又は受注関係者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

公契約を解除すること（当該公契約が指定管理協定であるときは、当該指定管理協定に係

る指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を

命ずること。以下「公契約の解除等」という。）ができる。 

(１) 第11条第１項若しくは第２項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しく

は虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同条第１項若しくは第２項の規定による検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答

弁をしたとき。 
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(２) 第12条の規定による命令に従わないとき。 

(３) 前条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

２ 市長等は、前項の規定により公契約の解除等をした場合において、受注者及び受注関

係者に損害が生じても、その賠償の責めを負わない。 

（公表） 

第15条 市長等は、次の各号のいずれかに該当するときは、受注者又は受注関係者に意見

を述べる機会を与えた上で、規則で定めるところによりその旨を公表するものとする。た

だし、第１号又は第３号に該当する場合で、当該受注者又は受注関係者が市長等が指定す

る期日までに是正の措置及び報告をしたときは、この限りでない。 

(１) 受注者又は受注関係者が第８条第１項（同条第２項において読み替えて適用する場

合を含む。）の規定による報告をしなかったとき。 

(２) 前条第１項の規定により公契約の解除等をしたとき。 

(３) その他受注者又は受注関係者がこの条例の規定に違反したことが判明したとき。 

（損害賠償） 

第16条 受注者は、第14条第１項の規定による公契約の解除等により市に損害が生じたと

きは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長等がやむを得ない理由があると

認めるときは、この限りでない。 

（違約金） 

第17条 市長等は、第14条第１項の規定により公契約の解除等をした場合は、違約金を徴

収することができる。 

（公契約の規定事項） 

第18条 市長等は、公契約において、第６条第１項に定めるもののほか、次に掲げる事項

を規定するものとする。 

(１) 第８条から前条までに規定する事項 

(２) 受注者は、社会保険（健康保険、厚生年金保険、雇用保険及び労働者災害補償保険

をいう。）に加入していること。また、下請負者の社会保険（健康保険、厚生年金保険

及び雇用保険いう。以下この号において同じ。）の加入状況を確認し、社会保険に加入

していない者（社会保険の適用が除外される者を除く。）がある場合は、社会保険の加

入について指導又は助言を行うこと。 

(３) 受注者は、受注関係者と下請契約を締結するに当たり、当該下請契約がこの条例の
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適用を受けることを受注関係者に説明すること。 

(４) 工事又は製造の請負契約に係る受注者は、見積段階から標準見積書、作成手順書等

を参照して見積書における法定福利費の内訳を明示するよう努めるとともに、社会保険

料（事業主負担分及び労働者負担分）相当額を適切に含んだ額により下請契約を締結す

るよう努めること。 

(５) 受注者及び受注関係者は、第10条の規定による申出をしたことを理由として、当該

申出をした労働者等に対し、解雇、請負契約の解除その他の不利益な取扱いをしてはな

らないこと。 

(６) 受注関係者は、第11条第２項の規定による報告若しくは資料の提出の求め、又は立

入検査について協力しなければならないこと。 

（我孫子市公契約審議会） 

第19条 地方自治法第138条の４第３項の規定により、我孫子市公契約審議会（以下「審議

会」という。）を置く。 

２ 審議会の任務は、次のとおりとする。 

(１) 市長の諮問に応じ、第７条第２項に定めるもののほか、この条例に係る重要事項に

ついて調査審議すること。 

(２) この条例の施行状況について検証を行い、その結果に基づき必要に応じて市長に提

言すること。 

３ 審議会は、委員６人以内をもって組織する。 

４ 委員は、事業者、労働者及び学識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 第２項から前項までに定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（委任） 

第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（我孫子市水道局が締結する契約） 

第21条 第２条から第18条まで（第５条第３号及び第７条第２項を除く。）及び前条の規

定は、我孫子市水道局が締結する契約について準用する。この場合において、次の表の左

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替
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えるものとする。  

第２条第１号 市が締結する工事、製造その他の請負契

約及び我孫子市公の施設に係る指定管理

者の指定手続等に関する条例（平成16年

条例第18号）第９条の規定により締結す

る協定（以下「指定管理協定」という。） 

我孫子市水道局（以下

「水道局」という。）

が締結する工事、製造

その他の請負契約 

第２条第２号及び

第３号、第３条並び

に第16条 

市 水道局 

第５条第２号、第８

条及び前条 

規則で 水道事業管理者が 

第５条から第７条

まで 

市長 水道事業管理者 

第６条第１項、第８

条及び第10条から

第18条まで 

市長等 水道事業管理者 

第７条第１項 その他の事情 及び前条第１項第１号

の市長が定める額 

第14条の見出し及

び同条第２項並び

に第15条から第17

条まで 

公契約の解除等 公契約の解除 

第14条第１項 解除すること（当該公契約が指定管理協

定であるときは、当該指定管理協定に係

る指定管理者の指定を取り消し、又は期

間を定めて管理業務の全部若しくは一部

の停止を命ずること。以下「公契約の解

除等」という。） 

解除すること 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、第５条、第６条第１項及び第

８条から第18条まで（これらの規定を第21条において準用する場合を含む。）の規定は、

同年10月１日から施行し、同日以後に締結する公契約について適用する。 

（我孫子市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 省略 

附 則（令和２年３月24日条例第４号） 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

     附 則（令和６年３月19日条例第８号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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我孫子市公契約条例施行規則 

平成 27年３月 31日規則第 16号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、我孫子市公契約条例（平成 27年条例第１号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（適用する公契約） 

第３条 条例第５条第２号の規則で定めるものは、次のとおりとする。ただし、地方自治

法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の２第１項第３号に規定する随意契約を除

くものとする。 

(1) 庁舎その他の建物（その敷地を含む。）における清掃、警備（警備業法（昭和 47年

法律第 117 号）第２条第５項に規定する機械警備業務に関するものを除く。）、駐車場

管理、受付、案内又は電話交換に関する契約 

(2) 施設、施設の設備又は機器の運転又は保守点検その他の維持管理に関する契約 

(3) 給食調理業務に関する契約 

(4) 廃棄物又は資源物（我孫子市廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する条例（昭

和 55 年条例第 34 号）第 26 条の２第１項に規定する資源物をいう。以下同じ。）の収

集運搬業務に関する契約 

(5) 廃棄物処理、資源物処理又は終末処理に係る施設の運転又は管理運営業務に関する

契約 

(6) 剪
せん

定枝木、雑草等又は資源物の処分に関する契約 

(7) 窓口業務に関する契約 

(8) プール開放業務に関する契約 

(9) 移動図書館業務に関する契約 

(10) 市所有車両の運転又は運行管理に関する契約 

(11) 体育大会に関する契約 

(12) ファミリーサポート事業（我孫子市ファミリーサポートセンター事業実施要綱（平

成 19年告示第 227号）に基づき実施する事業をいう。）に関する契約 

２ 条例第５条第３号の市長等が必要と認めるものは、指定管理料（指定管理者に管理を



24 

行わせる期間が１年を超える場合にあっては、１年当たりの額）が 2,000 万円以上の公

の施設の指定管理協定とする。 

（台帳の作成及び報告） 

第４条 条例第８条第１項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 公契約の件名 

(2) 公契約の履行場所及び履行期間 

(3) 賃金等の支払日 

(4) 賃金等の支払算定期間 

(5) 受注者又は受注関係者の名称、代表者の氏名及び事務所の所在地（個人にあっては、

氏名及び事務所の所在地）並びに担当者の氏名及び連絡先 

(6) 労働者等の氏名（条例第８条第１項後段の規定の適用を受ける場合にあっては、任

意の記号等）及び従事する職種 

(7) 労働者等が、市内に居住する者であるかの別 

(8) 労働日数及び労働時間数 

(9) 前号のうち公契約の対象となる工事又は業務に従事した労働時間数 

(10) 基本給及び手当等 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項 

２ 条例第８条第１項の規定による報告（以下「報告」という。）の対象となる者及び期間

並びに同項の規則で定める期日は、別表に定めるとおりとする。ただし、当該期日まで

に報告をすることができないと市長が認めるときは、同項の規則で定める期日は、市長

が別に定めるものとする。 

３ 報告は、次の各号に掲げる契約及び報告の対象となる者の種別に応じ、当該各号に定

める様式によるものとする。 

(1) 低入札価格調査等対象契約（我孫子市財務規則（昭和 62 年規則第９号）第 132 条

の２に規定する低入札価格調査の対象となった契約又は条例に規定する事項について、

その遵守状況を確認する必要があると市長が認めた契約をいう。以下同じ。）の全ての

労働者等に係る報告 工事又は製造の請負契約にあっては我孫子市労働者に対する賃

金等支払報告書（工事又は製造の請負の契約）（様式第１号）、工事及び製造の請負契

約以外の請負契約並びに指定管理協定にあっては我孫子市労働者に対する賃金等支払

報告書（委託又は指定管理協定）（様式第２号） 
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(2) 低入札価格調査等対象契約以外の契約 

ア 履行期間内の各年度において公契約に係る業務に最初に従事した労働者等及び労

務報酬下限額の改定があった後公契約に係る業務に最初に従事した労働者等であっ

て市長が労務報酬について確認の必要があると認めたものに係る報告 工事又は製

造の請負契約にあっては我孫子市労働者に対する賃金等支払報告書（工事又は製造

の請負の契約）、工事及び製造の請負契約以外の請負契約並びに指定管理協定にあっ

ては我孫子市労働者に対する賃金等支払報告書（委託又は指定管理協定） 

イ 全ての労働者等に係る報告 我孫子市公契約に係る労働者従事報告書（様式第３

号） 

４ 条例第８条第２項の規則で定める申出は、我孫子市公契約に係る賃金等支払報告申出

書（様式第４号。次項において「申出書」という。）を作成の上、受注者を経て市長等に

提出するものとする。 

５ 受注者は、受注関係者から申出書の提出があったときは、受注関係者による賃金等支

払報告の申出に係る報告書（様式第５号）に、当該申出書を添付して、市長等に提出す

るものとする。 

６ 受注者は、条例第９条の規定による労働者等への周知を行ったときは、次の各号に掲

げる周知の方法の区分に応じ、当該各号に掲げるものを市長等に提出するものとする。 

(1) 掲示 掲示したものの写真 

(2) 書面の交付 交付した書面の写し 

（立入検査をする職員の証明書） 

第５条 条例第 11条第３項の身分を示す証明書は、立入検査員証（様式第６号）とする。 

（公表） 

第６条 条例第15条の規定による公表は、次に掲げる事項について我孫子市公告式条例（昭

和 30年条例第３号）第２条第２項に規定する掲示場への掲示並びに市広報及び市ホーム

ページに掲載することにより行う。 

(1) 公契約の件名及び締結年月日 

(2) 受注者又は受注関係者の名称、代表者の氏名及び事務所の所在地（個人にあっては、

氏名及び事務所の所在地） 

(3) 公契約の解除等をした場合は、その年月日及び理由 

(4) 公契約の終了後に受注者又は受注関係者が条例の規定に違反したことが判明した
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場合は、その違反の内容及びそれに対する措置 

（我孫子市公契約審議会の会長及び副会長） 

第７条 条例第 19 条第１項に規定する我孫子市公契約審議会（以下「審議会」という。）

に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定め、副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

３ 会長は、会務を取りまとめ、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（審議会の会議） 

第８条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席し、かつ、事業者である委員、労働者である委員及び

学識経験を有する者である委員のそれぞれ１人以上が出席しなければ、会議を開くこと

ができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見又は

説明を聴くことができる。 

５ 審議会の会議は、公開する。ただし、必要があると認めるときは、審議会の議決によ

り、公開しないことができる。 

（守秘義務） 

第９条 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も同様とする。 

（審議会の庶務） 

第 10条 審議会の庶務は、契約担当課において処理する。 

（審議会の運営） 

第 11条 第７条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会

長が審議会に諮って定める。 

（補則） 

第 12条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 27年４月１日から施行する。ただし、第３条から第６条までの規定は、
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同年 10月１日から施行し、同日以後に締結する公契約について適用する。 

附 則（令和３年３月 10日規則第 10号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年３月 19日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 略 

  



28 

別表（第４条関係） 

公契約の 

種別 

報告の対象 

となる者 

報告の対象 

となる期間 
報告の期日 

低 入

札 価

格 調

査 等

対 象

契 約 

単 年

度 契

約 

全ての労働者

等 

開始月 報告の対象となる期間の末日の属す

る月の翌々月の１０日 開始月の翌月から中間

月まで 

中間月の翌月から期限

月まで 

複 数

年 度

契 約 

開始月 

各年度開始月から各年

度終了月まで 

低入札価格

調査等対象

契約以外の

契約 

履行期間内の

各年度におい

て公契約に係

る業務に最初

に従事した労

働者等 

従事開始月 従事開始月が４月か

ら９月までの期間内

の月である場合 

当該年度の 

１１月１０日 

従事開始月が１０月

から各年度終了月ま

での期間内の月であ

る場合 

各年度終了月

の翌々月の 

１０日 

労務報酬下限

額の改定があ

った後公契約

に係る業務に

最初に従事し

た労働者等で

あって市長が

労務報酬につ

いて確認の必

要があると認

めたもの 

改定後従事開始月 

 

改定後従事初月が４

月から９月までの期

間内の月である場合 

当該年度の 

１１月１０日 

改定後従事初月が１

０月から各年度終了

月までの期間内の月

である場合 

各年度終了月

の翌々月の 

１０日 

全ての労働者

等 

各年度開始月から各年

度終了月までのうち、４

月から９月までの期間 

当該年度の１１月１０日 

各年度開始月から各年

度終了月までのうち、１

０月から翌年３月まで

の期間 

各年度終了月の翌々月の１０日 

備考 

１ この表において「年度」とは、４月１日から翌年３月３１日までをいう。 

２ この表において「単年度契約」とは、履行期間が年度内の契約をいう。 

３ この表において「複数年度契約」とは、単年度契約以外の契約をいう。 

４ この表において「開始月」とは、履行開始日の属する月をいう。 

５ この表において「中間月」とは、履行期間の中間の日の属する月をいう。 

６ この表において「期限月」とは、履行期間の末日の属する月をいう。 

７ この表において「各年度開始月」とは、各年度内における履行期間の初日の属する月（当該

月が開始月である場合にあっては、その翌月）をいう。 

８ この表において「各年度終了月」とは、各年度内における履行期間の末日の属する月をいう。 

９ この表において「従事開始月」とは、履行期間内の各年度において、労働者等が公契約に係

る業務に最初に従事した日の属する月をいう。 

１０ この表において、「改定後従事開始月」とは、労務報酬下限額の改定があった場合におい

て、その改定後、労働者等が公契約に係る業務に最初に従事した日の属する月をいう。 
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我孫子市公契約条例に関する特記事項 

 

（労働者等の賃金等の支払） 

第１条 我孫子市公契約条例（平成２７年条例第１号。以下「条例」という。）第２条第２号に規定する

受注者（以下「受注者」という。）及び同条第４号に規定する受注関係者（以下「受注関係者」という。）

は、同条第５号に規定する労働者等（最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第７条に規定する者

を除く。以下同じ。）（以下「労働者等」という。）に対し、市長が毎年度定める額（以下「労務報酬下

限額」という。）以上の賃金等（条例第２条第６号に規定する賃金等をいう。以下同じ。）を支払わな

ければならない。 

２ 前項の労務報酬下限額は、この契約を締結した日の属する年度に適用される額を、この契約の履行

期間について適用する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、本文の規定にかかわらず、

当該各号に定める額に改定するものとし、それぞれ改定の日の属する月から適用する。 

(1) 労務報酬下限額が最低賃金法第９条第１項の規定により決定された地域別最低賃金を下回った

場合 決定された地域別最低賃金を考慮して定めた額 

(2) 国土交通省の公共工事設計労務単価が決定されたことに伴い我孫子市工事請負契約書約款第  

２６条第６項の規定による請負代金額の変更の請求があった場合であって、当該請負代金額の変更

について協議が整った場合 当該協議に基づく請負代金の変更額を考慮して定めた額 

（受注者の連帯責任） 

第２条 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等の額が労務報酬下限額を下回ったと

きは、その差額分の賃金等について、当該受注関係者と連帯して支払う義務を負う。 

（受注者の責務） 

第３条 受注者は、受注関係者について社会保険の加入状況を確認し、社会保険に加入していない者（社

会保険の適用が除外される者を除く。）がある場合は、社会保険の加入について指導又は助言を行うも

のとする。 

２ 受注者は、受注関係者に対し、当該下請契約が条例の適用を受けることを説明しなければならない。 

３ 工事又は製造の請負契約に係る受注者は、下請契約をする場合において、見積書における法定福利

費の内訳を明示させるよう努めるとともに、社会保険料（事業主負担分及び労働者負担分）相当額を

適切に含んだ額により下請契約を締結するよう努めるものとする。 

４ 受注者及び受注関係者は、条例第１０条の規定による申出をしたことを理由として、当該申出をし

た労働者等に対し、解雇、請負契約の解除その他の不利益な取扱いをしてはならない。 

５ 受注者が下請契約をした場合において、受注関係者は、条例第１１条第２項の規定による報告若し

くは資料の提出の求め、又は立入検査に協力しなければならない。 

６ 受注者及び受注関係者は、労働者等について市民雇用に努めるものとする。 

（台帳の作成及び報告） 

第４条 受注者は、条例第８条第１項に規定する台帳を作成して事業所に備えるとともに、その記載事

項について、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１０８条に規定する賃金台帳（条例第２条第

５号ウに規定する者に公契約に係る業務を行わせる場合にあっては請負契約書）の写しを添えて、我

孫子市公契約条例施行規則（平成 27年規則第 16号。以下「規則」という。）で定める期日までに市長

等（条例第５条第３号に規定する市長等をいう。以下同じ。）に報告しなければならない。 

２ 受注関係者が条例第８条第１項に規定する台帳の作成及び備付け並びに市長等に対する報告（以下

この項において「報告等」という。）を同条第２項の規定により自ら行うことを希望するときは、当該

受注関係者は、規則で定めるところにより、当該報告等を行うことができる。 

（労働者等への周知） 

第５条 受注者は、条例第９条各号に掲げる事項を作業所等の労働者等が見やすい場所に掲示し、又は

書面を交付しなければならない。 
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２ 受注者は、前項の周知を行ったときは、次の各号に掲げる周知の区分に応じ、当該各号に定めるも

のを市長等に提出しなければならない。 

(1) 掲示の場合 掲示したものの写真 

 (2)  書面の交付の場合 交付した書面の写し 

３ 受注者及び受注関係者は、労働者等に対し条例第１０条の申出について周知しなければならない。 

（立入検査等） 

第６条 市長等は、条例第１１条第１項各号のいずれかに該当するときは、受注者に対し、必要な報告

若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、受注者の事業所に立ち入り、労働者等の労働条件若し

くは契約条件が分かる書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 市長等は、前項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入検査の結果、必要があると認めると

きは、受注関係者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、受注関係者の事

業所若しくは作業所等に立ち入り、労働者等の労働条件若しくは契約条件が分かる書類その他の物件

を検査させ、若しくは関係者に質問させることについて、協力を求めることができる。 

（是正命令） 

第７条 市長等は、前条の規定による報告若しくは資料の提出又は立入検査の結果、受注者又は受注関

係者が条例の規定に違反していると認めるときは、当該受注者に対し、当該違反を是正するために必

要な措置を講ずることを命ずることができる。 

（是正報告） 

第８条 受注者は、前条の規定により必要な措置を講ずることを命じられた場合には、市長等が指定す

る期日までに是正の措置を講ずるとともに、市長等に報告しなければならない。 

（公契約の解除等） 

第９条 市長等は、受注者又は受注関係者が条例第１４条第１項各号のいずれかに該当するときは、当

該公契約を解除すること（当該公契約が指定管理協定であるときは、当該指定管理協定に係る指定管

理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずること。以下「公

契約の解除等」という。）ができる。 

２ 市長等は、前項の規定により公契約の解除等をした場合において、受注者及び受注関係者に損害が

生じても、その賠償の責めを負わない。 

（公表） 

第１０条 市長等は、条例第１５条の各号のいずれかに該当するときは、受注者又は受注関係者に意見

を述べる機会を与えた上で、規則で定めるところによりその旨を公表するものとする。ただし、条例

第１５条第１号又は第３号に該当する場合で、当該受注者又は受注関係者が市長等が指定する期日ま

でに是正の措置及び報告をしたときは、この限りでない。 

（損害賠償） 

第１１条 受注者は、第９条第１項の規定による公契約の解除等により市に損害が生じたときは、その

損害を賠償しなければならない。ただし、市長等がやむを得ない理由があると認めるときは、この限

りでない。 

（違約金） 

第１２条 市長等は、第９条第１項の規定により公契約の解除等をした場合は、違約金を徴収すること

ができる。 
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回目　　提出日： 　　　年  　月　　日

契約番号

履行期間

記入者
（担当者）

判定

うち割
増賃金
対象労
働時間
数

うち割
増賃金
対象労
働時間
数

基本給

定期に
支給
される
手当等

本契約に
のみ支給

された
手当等

臨時の
給与額

「×」の場合の理由

Ａ Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ 　Ｊ 　Ｋ Ⅼ Ⅿ Ｎ Ｏ P Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ

契
約
内
容

商号又は名称
代表者氏名

連絡先
（電話・ＦＡＸ・Ｅｍａｉｌ等）

元請・下請 の別

契約件名

元請　　・　　下請（　　次）

Ｃ

労務報酬
下限額

支払実
績賃金
単価

請
負
労
働
者

就業規則
等に基づ
く年間所
定労働時

間

労
働
日
数

①の期間に支払われた賃金等

番
号

労働者の氏名

市
内
居
住
の
別

　年　　月　　日　～　　　　　　　年　　　月　　日

従
事
職
種

年　　　月　　　日

労働時間数

③報告書作成日

本契約に係る
労働時間数就業規則

等に基づ
く１日の
所定労働
時間

②賃金等支払日

事業所の所在地

様式第１号（第４条関係）

年 　月 　 日～  　　　年  月　　日

我孫子市労働者に対する賃金等支払報告書（工事又は製造の請負の契約）

①賃金等支払算定期間

報
告
者
情
報

年　　　月　　　日

履行場所
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回目　　 　　　　　　　　年　　月　　日

契約番号

履行期間

記入者
（担当者）

判定

うち割増
賃金対象
労働時間
数

うち割増
賃金対象
労働時間
数

「×」の場合の理由

Ａ Ｂ Ｄ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｓ Ｔ

　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

我孫子市労働者に対する賃金等支払報告書（委託又は指定管理協定）

労
働
日
数

契約件名

　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

元請　　・　　下請（　　次）

市
内
居
住
の
別

C Ｐ Ｒ

労働時間数
対象契約に係る
労働時間数

基本給
月毎に支給さ
れる手当等

対象契約にの
み支給された手
当等

支払実績
賃金単価

　　　　　年　　月　　日

履行場所

番
号

請
負
労
働
者

就業規則
等に基づ
く年間所
定労働時
間

就業規則
等に基づ
く１日の所
定労働時
間

労働者の氏名

連絡先
（電話・ＦＡＸ・Ｅｍａｉｌ等）

事業所の所在地

②賃金等支払日 年　　月　　日 ③報告書作成日①賃金等支払算定期間

様式第2号（第4条関係）

提出日：

契
約
内
容

報
告
者
情
報

元請・下請の別

商号又は名称
代表者の氏名
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契約番号

履行期間

記入者（担当者）

年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

A B C D E F G H I J K L M N O P Q

番
号

請
負
労
働
者

従事職種
(工事のみ)

年
労働者の氏名

市
内
居
住
の
別

履行場所

報
告
者
情
報

元受・下請の別 元請・下請（　　次）

商号又は名称
代表者氏名

事業所の所在地

契
約
内
容

契約件名

　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

問合せ先

(電話・FAX・Email等)

様式第３号（第４条関係） 我孫子市公契約に係る労働者従事報告書

　年　　月　　日提出日：
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様式第４号（第４条関係） 

 

我孫子市公契約に係る賃金等支払報告申出書 

 

年  月  日 

 

 我孫子市長あて 

 

申出者 事務所の所在地 

商号又は名称    

代表者の氏名               

 

我孫子市公契約条例第８条第２項の規定により、同条第１項に規定する台帳の作成及び

備付け並びに報告を自ら行うことを申し出ます。 

 

※この様式は、受注者（契約の相手方）を経由し、市長に提出してください。 

 

契約件名 
 

履行期間 年  月  日 ～   年  月  日 

履行場所 
 

担当者の氏名 
 

連 絡 先 

（電話・FAX・Email 等） 

 

契
約
の
相
手
方 

事務所の所在地 
 

商号又は名称 
 

代表者の氏名 
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様式第５号（第４条関係） 

 

受注関係者による賃金等支払報告の申出に係る報告書 

 

年  月  日 

 

 我孫子市長あて 

 

報告者 事務所の所在地 

商号又は名称 

代表者の氏名           

 

受注関係者から、我孫子市公契約条例第８条第１項に規定する台帳の作成及び備付け並

びに報告を自ら行うことの申出がありましたので、報告します。 

 

契約件名 
 

履行期間 年  月  日 ～   年  月  日 

履行場所 
 

担当者の氏名 
 

連 絡 先 

（電話・FAX・Email 等） 

 

申出をした 

受注関係者 

事務所の所在地 
 

商号又は名称 
 

代表者の氏名 
 

添付書類 我孫子市公契約に係る賃金等支払報告申出書（様式第４号） 
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様式第６号（第５条関係） 

 

 

表面 

立入検査員証 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の者は、我孫子市公契約条例第１１条第１項及

び第２項の規定による立入検査を行う職員であるこ

とを証明する。 

 

所属  

 

 

 

職名  

氏名 

生年月日    年  月  日 

 

我孫子市長           □印      

 

         年  月  日発行 

         年  月  日限り有効 

 

 

裏面 

我孫子市公契約条例（抜粋） 
（立入検査等） 

第１１条 市長等は、次の各号のいずれかに該当するときは、受注者に対し、必
要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、受注者の事業所に立ち
入り、労働者等の労働条件若しくは契約条件が分かる書類その他の物件（これ
らの作成又は保存に代えて電磁的記録の作成又は保存がされている場合は、当
該電磁的記録。次項において同じ。）を検査させ、若しくは関係者に質問させる
ことができる。 
（１） 労働者等から前条の規定による申出があったとき。 
（２） この条例に定める事項の遵守状況を確認するために必要があると認め

るとき。 
２ 市長等は、前項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入検査の結果、
必要があると認めるときは、受注関係者に対し、必要な報告若しくは資料の提
出を求め、又はその職員に、受注関係者の事業所若しくは作業所等に立ち入り、
労働者等の労働条件若しくは契約条件が分かる書類その他の物件を検査させ、
若しくは関係者に質問させることについて、協力を求めることができる。 

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、
関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認めら
れたものと解釈してはならない。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


